1. 「役員選出申合せ事項(平成13年6月29日)の全部を改正する申合せ事項」
役員選出申合せ事項の全部を次のように改正する。

（1） 理事は11人以内とする。

（2） 支部長は2期4年を限度として選出する。選出にあたっては、出来る限り安全分野と衛生分野とが交互に選出されるなどの配慮をするものとする。

（3） 副支部長は4人以内とし、1人が事務局長に、1人が事業部会長に就任する。

（4） 監事は、安全分野、衛生分野それぞれ1人とする。

（5） この申合せ事項は、平成19年の支部総会で承認を得た日から施行する。

ただし、副支部長の定員については、平成20年に行われる選挙の前日までは従前のとおりとする。

（6） この申合せ事項の改正については、今後は理事会で決定し次回の支部総会に報告するものとする。

（7） 「役員候補選考に関する申し合わせ事項(平成17年8月28日)」を廃止する。

（8） 「役員候補者選考手続きに関する申合せ事項(平成17年12月25日)」を廃止する。

2. 「支部長候補者及び監事候補者選考手続き並びに理事候補者選任手続きに関する件」を制定する。

支部長候補者及び監事候補者選考手続き並びに理事候補者選任手続きを、次のように制定する。

(1) 理事会は、役員改選年の1月15日までに、「役員候補者選考委員会」（以下「委員会」という。）を設置する。

1 委員は3人とし、正会員のなかから、支部長が指名し、理事会の承認を得て、任命する。この場合、安全分野及び衛生分野いずれの分野からも1人以上が含まれているものとする。

2 委員のなかから互選により委員長を選出する。

3 委員会は合議制とし、過半数をもって決する。

(2) 委員会は支部長候補者及び監事候補者の選考を行うに先立って、支部長候補者及び監事候補者の立候補を受け付けなければならない。

(3) 委員会は支部長候補者及び監事候補者の立候補の受付を行った結果、支部長1名、監事各分野1名の定足数に満たない場合及び定足数を上回った場合には、第5項又は第6項の定めにより、選考を行わなければならない。

(4) 委員会は支部長候補者及び監事候補者の選考を行うに先立って、身体上及びその他の理由から支部長及び監事の職務に耐えられない者の申し出を受け、委員会において止むを得ないと認めた場合は、選考対象者から除外することができる。

(5) 委員会は、立候補者が定数を超えた場合は、立候補者を対象に、支部長候補者及び監事候補者を第6項1号及び2号に定めるところにより、無記名秘密投票を行い、その結果を得票数を含め理事会に、2月10日までに、報告するものとする。

(6) 委員会は、立候補者が定数に足りない場合は、第4項の除外対象者を除いた事業部会会員を対象に、支部長候補者及び監事候補者を次に定めるところにより、無記名秘密投票を行い、その結果を得票数を含め理事会に、3月1日までに、報告するものとする。

1 役員選出申合せ事項2項を考慮して、支部長候補者1人を投票する。

2 監事候補者を各分野毎に1人ずつ投票する。

(7) 前項の報告を受けた理事会は、速やかに理事会を開催し、支部長候補者及び監事候補者を内定し、直ちに支部長候補者に理事候補者の選出を依頼する。
(8) この場合、得票数が同数のときは、理事会において決定する。この取扱は、第10項においても同様とする。

(9) 支部長候補者は、理事候補者について、３月末日までに内定し、理事会に報告するものとする。この間、支部長候補者は、必要に応じ、理事会の開催を要請し、理事及び監事の意見を聞くことが出来る。
(10) 第5項又は6項の規定に基づき内定した監事候補者は、前項の規定に基づき支部長候補者から理事候補者として強く要請された場合には、監事への就任を辞退することが出来る。この場合には、次点者が監事候補者になる。
(11) 理事会は、前項及び第7項から第10項までの結果を総会に役員候補者として提案しなければならない。
(12) 支部長候補者及び監事候補者の選考日程は、その都度委員会が定める。
(13) この件は、役員改選年１月１日から役員選出の日までは、改定できない。
(14) この件は、平成１９年6月24日から施行する。
平成21年6月25日　: 支部総会に於いて改正
平成26年2月15日　：改正
